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令和 ５ 年 １０ 月 １６ 日

埼玉県無電柱化推進計画（無電柱化推進計画支援）

平成31年度　～　平成31年度　（1年間） 埼玉県

県管理道路における無電柱化を推進することにより、地域の防災性の向上や良好な景観形成等を図る。

県管理道路における無電柱化の整備延長を53.0Kmから56.8Km以上にする。

①

特になし

○事後評価の実施体制、実施時期

事後評価の実施体制

公表の方法

１．交付対象事業の進捗状況

A　道路事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 事業進捗 備考

種別 種別 対象 間接 種別 （延長・面積等） H31 R2 R3 R4 R5

A01-001 街路 一般 埼玉県 直接 埼玉県 S街路 － （都）駅東口通り線 532 △ R2から個別補助へ移行

A01-002 街路 一般 埼玉県 直接 埼玉県 S街路 － （都）放射７号線（新堀）２工区 390 △ R2から個別補助へ移行

A01-003 街路 一般 埼玉県 直接 埼玉県 S街路 － （都）放射７号線（栗原） 605 △ R2から個別補助へ移行

A01-004 街路 一般 埼玉県 直接 埼玉県 S街路 － （都）中央通停車場線 272 △ R2から個別補助へ移行

A01-005 街路 一般 埼玉県 直接 埼玉県 S街路 － （都）東武動物公園駅東口通り線 721 △ R2から個別補助へ移行

A01-006 道路 一般 埼玉県 直接 埼玉県 都道府県道 － （主）川口上尾線 218 △ R2から個別補助へ移行

A01-007 道路 一般 埼玉県 直接 埼玉県 都道府県道 － （主）川越所沢線 227 △ R2から個別補助へ移行

A01-008 道路 一般 埼玉県 直接 埼玉県 都道府県道 － （一）坂戸停車場線 272 △ R2から個別補助へ移行

3,237

3,237

　　計画の成果目標（定量的指標）

社会資本総合整備計画　　　　事後評価書
計画の名称

計画の期間 交付対象
計画の目標

令和５年１０月

埼玉県県土整備部道路街路課のホームページに掲載

事業区間における無電柱化の整備延長 53.0Km 56.8Km

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考

当初現況値 中間目標値 最終目標値

0.0%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

　　拠点施設・重点地区

全体事業費（計画）
（百万円）

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

17,306 Ａ 17,306 Ｂ 0 Ｃ 0
効果促進事業費の割合

電線共同溝（L=1.1Km） 所沢市

電線共同溝（L=0.5Km） 坂戸市

電線共同溝（L=0.3Km） 桶川市

電線共同溝（L=1.2Km） 川口市

小計（８事業）

合計

（H31当初） （H33（R3）末）

新座市

新座市

志木市

宮代町　杉戸町

電線共同溝（L=0.1Km）

電線共同溝（L=1.0Km）

電線共同溝（L=0.3Km）

電線共同溝（L=0.4Km）

事後評価

要素となる事業名

（事業箇所）

交付対象事業

事業者
省略
工種

市町村名
全体事業費（実施）

（百万円）

　策定主体にて評価を実施し、その結果を県土整備部公共事業評価検討会議及び埼玉県公共事業
評価監視委員会に報告し参考意見を聴取した。

事後評価の実施時期
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Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接 事業進捗 備考

種別 種別 対象 間接 H31 R2 R3 R4 R5

番号 備考

Ｃ　効果促進事業
事業 地域 交付 直接 要素となる事業名 事業実施期間（年度） 事業進捗 備考

種別 種別 対象 間接 H31 R2 R3 R4 R5

合計

番号 備考

※交付対象事業については、できるだけ個別路線ごとに記載すること。

２．事業効果の発現状況、目標値の実現状況

３．特記事項（今後の方針）

番号 事業者

最終実績値

最終目標値

55.7Km

省略 事業内容

工種 （延長・面積等）

要素となる事業名

　県管理道路の無電柱化整備を実施した結果、地域の防災性の向上や良好な景観形成等が図られた。

56.8Km

市町村名
地区名

全体事業費（実施）
（百万円）

　無電柱化整備については、「第２次埼玉県無電柱化推進計画」に基づき、個別補助制度において引き続き推進していく。

合計

目標値と実績値
に差が出た要因

目標値と実績値
に差が出た要因

目標値と実績値
に差が出た要因

Ⅰ　定量的指標に関連する
　　　　交付対象事業の効果の発現状況

指標①
無電柱化の整
備延長

指標②

指標③

最終目標値

最終実績値

最終目標値

事業実施期間（年度）

Ⅱ　定量的指標の達成状況

一体的に実施することにより期待される効果

市町村名
地区名

全体事業費（実施）
（百万円）番号 事業者

省略
事業内容

工種

　当初計画は令和3年度までの3か年計画であったが、令和2年度から個別補助制度へ移行し、
1か年の計画となったため。

最終実績値


